
8月
（葉月）AUGUST

事業主掛金を損金算入できるなどの税制上の優遇措置があった
「適格退職年金」の廃止（10年間の経過措置期限）が、来年３月
末に迫っています。現在、中小企業退職金共済や確定拠出年金な
どへの移行が進んでおり、平成13年３月末に917万人いた加入者
は22年12月末現在で157万人に減っています。
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ワンポイント

8月の税務と労務

適格退職年金の廃止

国　税／7月分源泉所得税の納付
8月10日

国　税／6月決算法人の確定申告
（法人税・消費税等）8月31日

国　税／12月決算法人の中間申告
8月31日

国　税／9月、12月、3月決算法人
の消費税等の中間申告
（年3回の場合） 8月31日

国　税／個人事業者の消費税等の中
間申告 8月31日

地方税／個人事業税第1期分の納付
都道府県の条例で定める日

地方税／個人住民税第2期分の納付
市町村の条例で定める日
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雇
用
調
整
助
成
金
（
中
小
企
業
向

け
の
中
小
企
業
緊
急
雇
用
安
定
助
成

金
を
含
み
ま
す
）
は
、
景
気
の
変
動
、

産
業
構
造
の
変
化
等
の
経
済
上
の
理

由
に
よ
り
、
事
業
活
動
の
縮
小
を
余

儀
な
く
さ
れ
た
事
業
主
が
、
雇
用
の

維
持
を
図
る
た
め
に
、
労
使
間
の
協

定
に
基
づ
き
、
雇
用
保
険
の
被
保
険

者
（
解
雇
を
予
告
し
た
者
、
日
雇
労

働
被
保
険
者
、
特
定
就
職
困
難
者
雇

用
開
発
助
成
金
等
の
支
給
対
象
と
な

る
者
、
退
職
願
を
提
出
し
た
者
は
除

き
ま
す
）
を
一
時
的
に
休
業
、
教
育

訓
練
、
ま
た
は
出
向
さ
せ
、
そ
れ
に

か
か
る
休
業
手
当
ま
た
は
賃
金
等
を

支
払
っ
た
場
合
に
、
そ
の
一
部
を
助

成
す
る
制
度
で
す
。

今
回
は
、
こ
の
う
ち
計
画
届
の
提

出
が
増
加
し
て
い
る
休
業
に
か
か
る

助
成
金
に
関
し
て
解
説
し
ま
す
。

支
給
要
件

雇
用
調
整
助
成
金
は
、
次
の
い
ず

れ
か
に
該
当
す
る
雇
用
保
険
の
適
用

事
業
主
に
支
給
さ
れ
ま
す
。

①

売
上
高
ま
た
は
生
産
量
な
ど

（
以
下
「
売
上
等
」
と
い
い
ま
す
）

の
最
近
三
カ
月
間
の
月
平
均
値

が
そ
の
直
前
三
カ
月
ま
た
は
前

年
同
期
と
比
べ
五
％
以
上
減
少

し
て
い
る
こ
と
（
中
小
企
業
に

つ
い
て
は
、
減
少
幅
が
五
％
未

満
で
も
、
直
近
の
決
算
等
の
経

常
損
益
が
赤
字
で
あ
れ
ば
可
）。

②

円
高
の
影
響
に
よ
り
売
上
等

の
回
復
が
遅
れ
て
い
る
事
業
所

で
最
近
三
カ
月
の
売
上
等
が
三

年
前
の
同
期
と
比
べ
一
五
％
以

上
減
少
し
、
か
つ
、
直
前
の
決

算
が
赤
字
で
あ
る
こ
と
（
中
小

企
業
は
対
象
期
間
の
初
日
が
平

成
二
十
二
年
十
二
月
二
日
、
大

企
業
は
平
成
二
十
二
年
十
二
月

十
四
日
か
ら
一
年
間
の
暫
定
措

置
）。

東
日
本
大
震
災
に
か
か
る
特
例

今
般
の
東
日
本
大
震
災
に
伴
う
経

済
上
の
理
由
に
よ
り
、
以
下
の
い
ず

れ
か
に
該
当
す
る
場
合
は
、
最
近
一

カ
月
（
通
常
は
三
カ
月
）
の
売
上
等

が
、
そ
の
直
前
の
一
カ
月
ま
た
は
前

年
同
期
と
比
べ
五
％
以
上
減
少
し
て

い
る
場
合
も
対
象
と
な
り
ま
す
。

①

青
森
県
、
岩
手
県
、
宮
城
県
、

福
島
県
、
茨
城
県
、
栃
木
県
、

千
葉
県
、
新
潟
県
、
長
野
県
の

う
ち
災
害
救
助
法
適
用
地
域
に

事
業
所
が
所
在
す
る
場
合

②

①
に
該
当
し
な
い
事
業
所
で

あ
っ
て
も
、
前
記
の
災
害
救
助

法
適
用
地
域
に
所
在
す
る
事
業

所
と
一
定
規
模
以
上
（
総
事
業

量
な
ど
に
占
め
る
割
合
が
三
分

の
一
以
上
）
の
経
済
的
関
係
を

有
す
る
事
業
所
の
場
合

③

②
の
事
業
所
（
被
災
地
関
連

事
業
所
）
と
一
定
規
模
以
上

（
総
事
業
量
の
二
分
の
一
以
上
）

の
経
済
的
関
係
を
有
す
る
事
業

所
（
二
次
下
請
等
事
業
所
）
の

場
合

特
例
の
対
象
と
な
る
具
体
例

本
助
成
金
は
、
東
日
本
大
震
災
に

伴
う
経
済
上
の
理
由
で
事
業
活
動
が



3 8月号

縮
小
し
た
場
合
に
利
用
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
が
、
避
難
勧
告
・
避
難
指

示
な
ど
法
令
上
の
制
限
を
理
由
と
す

る
な
ど
の
直
接
的
な
理
由
の
も
の
は

対
象
に
な
り
ま
せ
ん
。

厚
生
労
働
省
で
は
、
具
体
的
な
も

の
と
し
て
、
次
の
よ
う
な
事
例
を
示

し
て
い
ま
す
。

①

交
通
手
段
の
途
絶
に
よ
り
、

社
員
が
出
勤
で
き
な
い
、
原
材

料
の
入
手
や
製
品
の
搬
出
が
で

き
な
い
、
来
客
が
な
い
等
の
た

め
事
業
活
動
が
縮
小
し
た
場
合

②

事
業
所
、
設
備
等
が
損
壊
し
、

修
理
業
者
の
手
配
や
部
品
の
調

達
が
困
難
な
た
め
早
期
の
修
復

が
不
可
能
で
あ
り
生
産
量
が
減

少
し
た
場
合

③

避
難
指
示
等
の
制
限
解
除
後

も
、
風
評
被
害
に
よ
り
観
光
客

が
減
少
し
た
り
、
農
作
物
の
売

上
が
減
少
し
た
場
合

休
業
の
実
施

休
業
は
、
従
業
員
の
全
一
日
の
休

業
ま
た
は
事
業
所
全
員
一
斉
の
短
時

間
休
業
を
行
う
こ
と
が
要
件
で
す
。

な
お
、
平
成
二
十
一
年
二
月
六
日
か

ら
当
面
の
間
は
、
事
業
所
に
お
け
る

対
象
被
保
険
者
等
毎
に
一
時
間
以
上

行
わ
れ
る
休
業
（
特
例
短
時
間
休
業
）

に
つ
い
て
も
対
象
と
な
っ
て
い
ま
す
。

申
請
前
に
計
画
届
を
提
出

休
業
を
実
施
す
る
場
合
は
、
都
道

府
県
労
働
局
ま
た
は
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

に
、
事
前
に
必
要
書
類
を
添
付
し
て
、

「
休
業
等
実
施
計
画
届
」
を
提
出
し
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
計
画
届
を
提

出
す
る
前
に
休
業
を
実
施
し
た
場
合
、

そ
の
日
に
つ
い
て
は
、
本
助
成
金
は

支
給
さ
れ
ま
せ
ん
の
で
、
注
意
す
る

と
よ
い
で
し
ょ
う
。

計
画
届
に
添
付
す
る
書
類

要
件
を
満
た
し
た
後
は
、
下
表
の

う
ち
必
要
な
書
類
を
揃
え
て
、
休
業

開
始
日
の
前
日
（
二
回
目
以
降
は
、

賃
金
締
切
期
間
が
定
め
ら
れ
て
い
る

場
合
は
、
賃
金
締
切
日
）
ま
で
に
、

「
休
業
等
実
施
計
画
（
変
更
）
届
」
を

都
道
府
県
労
働
局
に
提
出
し
ま
す
。

こ
の
計
画
届
は
一
カ
月
を
単
位
に

し
て
い
ま
す
の
で
、
翌
月
以
降
も
休

業
等
の
予
定
が
あ
る
場
合
は
、
休
業

等
開
始
日
の
前
日
ま
で
に
提
出
し
ま

す
。

※
雇
用
調
整
助
成
金
は
、
改
正
の
多

い
助
成
金
で
す
の
で
、
申
請
前
に
支

給
要
件
、
様
式
等
を
ご
確
認
下
さ
い
。



8月号 4

保
育
所
は
、
保
護
者
が
就
労
ま
た

は
ケ
ガ
や
病
気
の
療
養
な
ど
の
理
由

で
子
ど
も
の
保
育
が
で
き
な
い
場
合

に
、
そ
の
保
護
者
の
委
託
を
受
け
て

保
育
を
行
う
施
設
で
す
。

保
育
所
に
入
所
す
る
に
は
、
事
業

主
か
ら
就
労
に
か
か
る
証
明
を
も
ら

い
、
市
区
町
村
に
入
所
の
申
込
み
を

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

子
ど
も
を
保
育
所
に
預
け
て
就
労

し
て
い
る
社
員
が
離
職
し
、
求
職
活

動
を
す
る
場
合
、
そ
の
間
の
就
労
に

か
か
る
証
明
は
で
き
ま
せ
ん
が
、
求

職
中
で
あ
れ
ば
保
育
所
へ
の
入
所
申

込
み
は
可
能
で
す
。
た
だ
し
、
一
部

の
市
区
町
村
で
は
、
保
護
者
の
就
労

状
況
を
判
断
基
準
と
し
て
、
入
所
の

優
先
順
位
を
決
め
て
い
る
よ
う
で
す

の
で
、
必
ず
入
所
で
き
る
と
は
限
り

ま
せ
ん
。

ま
ず
、
市
区
町
村
の
保
育
担
当
課

に
相
談
す
る
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

仕事中のケガの治療を
健康保険証で受診したとき

仕事中または通勤途中におけるケガや
病気の治療を健康保険証を使用して受診
した場合は、まず、医療費から原則３割
の患者負担額を差し引いた協会けんぽ等
保険者からの給付額（医療機関が保険者
から受け取った診療報酬）を本人が保険
者に返還し、その後に自分の負担額と合
わせて、療養に要した費用の全額（領収
書や請求書を添付）を、所定の様式を用
いて所轄労働基準監督署に請求すること
になります。なお、多大な経済的負担が
生じる場合等は、先に労災請求を行うこ
とも可能です。

この手続きは、レセプトの締め日（毎
月月末）により取扱いが異なることがあ
りますので（締め日前の場合は、医療機
関で健康保険から労災保険に変更してく
れます）、健康保険を取り扱っている機関
にお問い合わせ下さい。

介護（補償）給付の
支給額が引下げ

介護補償給付（業務災害）及び介護給付
（通勤災害）は、仕事中や通勤途中のケガ
等が原因で働けなくなり、自宅で介護を受
けることになった場合であって、障害補償
年金・傷病補償年金（業務災害）または障
害年金・傷病年金（通勤災害）の受給権者
となった被災労働者が、一定要件を満たし
ていて、常時または随時に介護を要する状
態にあり、かつ、現に介護を受けていると
きに、その間支給されるものです。ただし、
障害者支援施設に入所している間及び病院
または診療所に入院している間は給付の対
象になりません。

支給額は、月を単位に、被災労働者の区
分に応じて定められています。

この介護補償給付及び介護給付の支給額
が、平成23年４月から引き下げられ、次の
ように変更されました。

（1）常時介護を要する人
①　その月に費用を支出して介護を受け
た日がある場合の最高限度額

104,730円→104,530円
②　その月に親族または友人の介護を受
けているとともに、介護費用を支出し
ていない場合または介護費用として支
出した額がある場合の最低保障額

56,790円→56,720円
（2）随時介護を要する人

①　その月に費用を支出して介護を受け
た日がある場合の最高限度額

52,370円→52,270円
②　その月に親族または友人の介護を受
けているとともに、介護費用を支出し
ていない場合または介護費用として支
出した額がある場合の最低保障額

28,400円→28,360円
ちなみに、介護補償給付及び介護給付に

は特別支給金制度はありません。

保
育
所
に
子
供
を
預
け
て
い
る
社
員
が
離
職
し
た
と
き


